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　外国人参政権附与に反対する意見書を日本政府に提出する事を要望します
陳情要旨
現在、在日本大韓民国民団及びその賛同者等が永住外国人地方参政権附与を
日本政府に求めており、同様の陳情を各地方自治体に行っています。
地方参政権とはいえ参政権を外国人に付与するのは明確に憲法１５条違反であります。

陳情事項
貴市議会に於いては、永住外国人地方参政権附与に反対する意見書を日本政府に提出する事を求めます。

陳情理由
１、日本国憲法では参政権を国民固有の権利としています。（第１５条第１項）
地方参政権もその自治体の住民が有することになっています。（第９３条第２項）
平成７年２月２８日の最高裁判決で「住民とは日本国民を意味する」としています。
即ち、地方参政権を有する住民は、憲法１５条でいう国民である事が前提となります。
２、同判決は原告（民潭団員）の訴えを棄却しています。

５人の判事のうち１人が傍論に外国人地方参政権を許容する事を記した事を取り上げて、
外国人参政権賛成派は、あたかも合憲のごとく喧伝しています。

しかしながら、この部分はあくまで傍論の一部であり主文ではありません。
３、諸外国でも外国人参政権を認めていると主張する人々もおりますが、
これは世界の趨勢ではなく、ＥＵなど特別な結びつきがあるところです。
それを無理やり日本に当てはめることは妥当ではありません。
４、基本的人権であるから、また納税しているから認めよという人々もおります。

では選挙権のない未成年者には基本的人権はないのでしょうか。　

また納税していない低所得者や学生には選挙権は附与されないのでしょうか。
普通選挙制度は、納税も人権も参政権とは直接関係ありません。
５、国政ではないから良いではないかという人々もおります。
地方政治といえども国政に密接に関係しており、教育・治安・安全保障等重要な役割を担っていることは地方議員の皆様が一番よくご存じと思います。
この法案の危険性・違法性に気付いた地方自治体では反対決議が相次いでいます。
貴市議会としても外国人地方参政権付与に反対していただくようお願い致します。
